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「地域における総合的な土砂災害対策の

推進に関する調査研究」について

1｡ 調査研究の概要

（１）　調査研究の日的

我が国は，急峻な山地や，谷地，崖地が多

く，しかも，地震や火山活動が活発であり，

さらには台風や豪雨，豪雪に見舞われやすい

ことから，毎年のように土石流，地滑り，崖

崩れ等の土砂災害が発生し大きな被害を受け

ている。

このため昭和63年３月には，中央防災会議

において，「土砂災害対策推進要綱」が決定

され，国，地方公共団体，関係公共機関等が

相互の連携を図りつつ，土砂災害の発生に迅

速かつ弾力的に対処しうるよう防災体制を整

備しておくものとされ，特に，その中で指摘

昭和63年度

詞 査対 象地域におけ る実態綱 査

・問 題点 の 整理

地1衣防 災体制に関 する羂査

・ 土砂災苫対 策崖巡休制に関 する調在

・ 警戒 避黯体 制の 強化に関 する調査

・ 避tl所，避 難銘に関する 翩査

・ 二次災害防ｉ 対策に関す る洲査

土砂災害に関する情報収集・伝達体制の調査

・関 係部局によ る哨帆収 集・ 整理状況

・関 係部局相 互の哨報伝遠 の実態

・国 等からの哨 報提供の突 態
・住民への情報伝辻体制竹

自治省消防庁防災課

課長補佐　 今　 西　 一　 憲

されている土砂災害危険箇所の把握，住民へ

の危険箇所の周知や警戒避難体制の整備，災

害応急対策の適切な実施等については早急に

調査，研究する必要があると考えられる。

このような状況を踏まえ，本訓査研究は昭

和63年度と平成元年度の２か年にわたって土

砂災害時の警戒避難体制及び情報収集伝達体

制等について，地方公共団体の現状及び今後

のあり方を検討したものである。

(2〉訓査研究の項目，内容

本調査研究は，別図の実線で囲まれた部分

の項目を調査検討したものである。

１年目の昭和63年皮においては，警戒避難

基準及び情報収集伝達体制を中心に，地方公

平成元年度

調査地峨 にお ける総 合的 土砂災害対策
准進モデ ル計画の 作成

川

題

点

等

の

整

理

モデルプ ラン（地 域防 災体制 整吻）の作成

・繁戒避難体制（警戒避餓基準等）等

モデルプ ラン（情 報収集伝達体 制鍵噺）の 作成

・関係機関からの情帆収集体制

・ 住民への情 報伝達体制

図　地域 におけ る総 合的 な土砂災害対策の推進 に関 する調査　フロ ーチ ャート
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共団体における土砂災害対策の実態把握を

行った。

２年目の平成元年度においては，特に緊急

を要すると思われる土砂災害時の警戒避難体

制，情報収集伝達体制のモデルプラン等を作

成することとした。 また，崖崩れに対する警

戒避難基準を設定する手順を示し，同じ手法

を用いて警成避難基準を設定することを考え

ている市町村の参考に資するようにした。

（3） 訓査研究体制

本調企研究は, 消防庁及び国土庁から（財）

消防科学総合センターに委託して実施し，同

センター内において，学識経験者並びに国及

び地方公共団体の防災関係職員を委員とする

調査研究委員会を設置して検討を行った。

2｡ 警 戒 避 難 体 制 等 の 強 化 方 策 の 検 討

（1）　警戒避難基準の位置づけ等

警 戒 避 難 基 準 は, 避 難 準 伽 勧 告, 避 難 勧 告 ・

指 示 ， 自 主 避 難 等 の い ず れ の 基 準 と し て 設 定

す る の が 酘 も 効 果 的 で あ る か に つ い て は,「 対

象とする災害の性格」，「避難に要する時間」，

「 市 町 村 の 対 応 能 力 」 等 を 考 慮 し て 設 定 す る

の が 適 当 と 考 え ら れ る 。

ま た ， 警 戒 避 難 基 準 と 災 害 対 策 本 部 ・ 災 宍

警 戒 本 部 設 雌 基 準 と の 連 助 関 係 に つ い て は ，

災 害 警 戒 本 部 及 び 災 害 対 策 本 部 の 設 置 基 準 は

「 体 制 確 立 の た め の 基 準 」 と し て の ， 警 戒 避

難 基 準 は 「 活 動 開 始 基 準 」 と し て の 性 格 が 強

い の で ， こ の よ う な 相 違 を 反 映 し て ， そ れ ぞ

れ の 「 基 準 」 が 念 頭 に お い て い る 時 期 に は 微

妙 な ず れ が あ る こ と を 踏 ま え て 整 理 す る 必 要

が あ る 。

（2 ） 運 用 而 等 か ら み た 警 戒 避 難 基 準 の 要 件

まず，警戒避難の基準とすべき事象等とし
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ては，①土砂移動現象（の前兆），②土砂災

害と相関関係を有する雨虻等（のデータ）の

２つが考えられるが，①については，地すべ

りのような緩慢な土砂移動現象や観測機器の

設置可能な場合は現在においても大きな効果

を発揮しているが，土石流や山崩れ・崖崩れ

に対しては市町村現場の実用に惧しうるまで

には至っていない。したがって，以下では②

を用いた警戒避難基準を対象として，連用面

からみた要件を検討する。

豪雨接近時等に効果的な運用を可能とする

ために警戒避難基準に求められる条件として

は，信頼性, 客観性, 理解容易性, 基準情報の

得やすさ，基準の運用を補強・支援する情報

の得やすさ等がある。 また，市町村にとって

作成が容易な基準であることも重要である。

（3） 驚戒避難基準の定め方

土石流及び地すべりについては，建設省等

により現地状況に応じた警戒避難のための纂

準や方法が示され実用に供されている。急傾

斜地崩壊に関しては，消防庁が示した警戒体

制をとる場合の基準雨量例があるが，これは

一っの基準例であり，地形・気象条件の異な

る地域に一律に適用するには無理がある。現

在，急傾斜地崩壊に対する警戒避難基準につ

いては建設省において研究中であるが，本調

査研究では，この基準が完成するまでの問，

現場での運川に供しうる警戒避難基準の策定

方法を検討した。

このような基準の要件としては，市町村で

の策定及び運用の容易な雨量基準であるこ

と，過去の土砂災害においてある程度の検証

がなされていることの二点が重要である。

このような基準の策定方法として，細野の

方法（昭和49年に「既往の降雨強度から崖崩



れの発生危険を予想する一方法について」と

して示されたもの。）の内容を具体的に紹介

した。

この方法は，過去の多くの事例及び実験研

究から明らかにされた「降雨と崖崩れの問の

強い相関関係」を前提に，30 分爾量，６時問

雨虻，過去７日間程度の実効雨量の３系統の

値により，崖崩れの発生時刻の接近を予想す

るものである。

なお，このような方法により警戒避難基準

が求められた後も，市町村においては一定期

間，崖崩れや雨量に関するデータを蓄積し，

警戒避難基準の妥当性の検証を行うととも

に，実際の運用を通じてより効果的な運川方

法を検討することが必要である。

（4） 自主避難体制

豪爾時には，不測の事態の発生により，市

町村の避難の勧告・指示の意思決定が遅れた

り，住民に伝達されない事例もみられる。そ

のため，住民が危険を自主的に判断し，必要

な場合は速やかに避難できる体制を整えてお

く必要がある。

3｡ 警戒避難のための情報収集伝達体制の強

化方策の検討

（1）　気象･降雨情報の収集システムのあり方

気象情報，降雨情報，降水予想情報等を関

係機関，市町村職員，市町村設置の観測施設

等から迅速・的確に収集できる体制・手段が

必要となる。この場合，特に次の点に留意さ

れるべきである。

ア。情報の早期収集体制・手段の整備

イ。市町村内の複数地点からの情報（小さい

地域単位毎の情報）収集体制・手段の整備

エ。バックアップ体制・手段の考慮

オ。情報収集手順の整備

なお，祁道府県，日本気象協会や河川情報

センターからの情報が市町村に伝わるまでに

は時問的な遅延がある。また，その提供され

る情報の精度も，市町村が警戒避難といった

意思決定を行うにはやや粗すぎる而がある。

さらに，土砂災害時には，これらの情報通信

網が，輻輳・断線により十分な機能を発揮し

得ない局而も予想される。

このようなことから，市町村において独自

の観測網を整備することは，情報収集システ

ムの精皮向上とともに，信頼性を鳥めるうえ

から重要である。

（2） 気象・降雨情報等の住民への伝達シス

テムのあり方

住民に対して置かれた状況を正しく認識さ

せ，状況に応じて行政との協力あるいは自主

的な警戒活動に赴く必要性を認識させること

が本システムの目的であり，このためには，

屋外同報無線等の同時広報手段の整備を図る

必要があるが，特に豪雨等の悪条件のもとで

も，全住民に瞬時かつ確実に伝達できる手段

（戸別受信機等）の採用を促進する必要があ

る。

また，個別受信有線放送施設やｃＡＴｖ 施

設の併用や自動接続，ニューメディアの活用

も十分考慮すべきである。さらに，土砂災害

危険箇所周辺住民等に対する戸別伝達ルート

を整備・確保しておくことも重要である。

4｡ モデルプラン等の検討

（1）　情報収集体制モデルプラン

土砂災害が予恕される市町村において，警

ウ．降雨予想情報の収集体制・手段の整備　　　 戒避難段階で収集すべき情報としては，気象

－30 － 消防科学と情報



予警報，市町村内降雨実況，危険箇所監視装　　方式（例：戸別受信機）が最も適切である。

置発報情報，小崩壊発生情報，前兆現象発生　　この場合も，歴外同報無線や広報車による

情報，広域降雨実況，降雨予想情報。河川水　　 バックアップ体制を整備する必要がある。

位の状況等がある，　　　　　　　　　　　　　　 この方式が実現不可能な場合にも，住民代

これらの情報に関する収集手段・体制（シ　　表，危険簡所住民，連絡に困難を要する地域

ステム）は，情報の種類に応じて概ね以下の　　住民への連絡ルートは，無線手段（戸別受信

ように分類される。　　　　　　　　　　　　　　　機等）を確保する必要がある。

①広域降雨・水位情報等収集システム　　　　　　また，財政等の理由からこれらの方式を即

広範囲での降雨や水位の状況から，雨域の　　座に整備することは困難な市町村も多いと考

水位や降雨強度，浸水危険等を予測するため　　 えられるので，その場合は，市町村現有資源

のシステムである。　　　　　　　　　　　　　　の拡充・整備による対応が必要となる。

②市町村内雨量・水位観測システム　　　　　　　例えば，有力な有線系の伝達手段（例：有

該当市町村内の降雨や水位等の状況を収集　　 線放送電話，ＣＡＴＶ，伝達ルートとして確

するシステムである。このシステムにより収　　 立された一般加入電話による伝達網等）を有

集される帖報は市町村内の実際の降雨量，水　　する場今はそれを積極的に活用するが，この

位等であるため，市町村が警戒避難活動に伴　　場合も，有線系の伝達手段は警戒段階でのみ

う意思決定に際して重視するものである。　　　 有効であるとの考えのうえに運用する必要が

③市町村内危険箇所（現地状況）監視システム　　ある。

当該市町村内の危険箇所や小崩壊の発生し　　　 なお，これらの伝達体制（システム）をバッ

た現場等の状況を収集するためのシステムで　　 クアップし，全体として信頼性を高めるため

ある。②と同様，このシステムにより収集さ　　に，無線系の有力な伝達手段である「放送」

れる楠報は，市町村が警戒避難活動に伴う意　　 の積極的活用が望まれる。そのため，放送要

思決定に際して重視する楠報である。　　　　　 請・要請内容等について事前に検討しておく

市町村が実際に情報収集体制を構築する場　　 ことが必要である。

合，①から③までの全システムを配備するこ　　（3）地域防災計画への反映

とが基本となるが，財政上の負担や当該市町　　　土砂災害に対する警戒避難基準及び情報収

村の実態等を考慮して，一部のシステムに重　　 集伝達体制を定めた場合は，以下の方法によ

点を置いた配備も考えられる。　　　　　　　　　り地域防災計画に反映するものとする。

（2）住民への情報伝達体制モデルプラン　　　①土砂災書に対する警戒避難基準を定めた場

住民への伝達体制の基本的要件は，豪雨下　　　 合は，地域防災計画に明記し，公表する。

の警戒段階，避難の勧告・指示の段階を迦し　　②土砂災害に対する情報収集伝達体制を整備

て住民の意思決定と必要な行動を促すための　　　 した場合は，地域防災計画に明記する。

情報を迅速・的確に伝達しうる体制（システ　　③「防災知識の啓発」において，警戒避難基

ム）であることである。　　　　　　　　　　　　　準及び情報伝達体制・伝達情報等を住民に

このため，無線方式で全世帯に伝達しうる　　　周知するための計画を明記する。
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